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少子高齢化の進展により，わが国の 2050 年の将来人口は 9 ,700 万人にまで減
少すると推計されており，多くの地方都市でこれまで低密に広がった都市の急激
な縮退が予想される．そのため，人口規模に合わせて，都市を適切に集約するこ
とが強く求められている．この状況を改善するための都市形態として，注目を集
めているのが集約型都市構造である．  
ここで商業系の土地利用に目を向ける．我が国の多くの地方都市では，モータ
リゼーションの進展に伴う大規模小売店舗（以下，大型店舗）の郊外立地が大き
な問題となってきた．特に 1990 年代に，大型店舗の立地規制が緩和されたこと
や，大規模小売店舗立地法の施行に伴い，それまで商業調整機能の役割を果たし
ていた大規模小売店舗法が廃止されたことにより，大型店舗の郊外立地は急増 す
る結果となった．これは，中心市街地の衰退，土地利用の低密なスプロール化の
原因となっている．すなわち，集約型都市構造の実現に向けて，大型店舗の郊外
立地は極めて重要な課題であると言える．  
 このような状況下で，2014 年には都市再生特別措置法が改正され，各自治体に
よる立地適正化計画の策定と，これに基づく集約型都市構造への転換が進められ
ている． 2018 年 8 月 31 日の時点で，立地適正化計画について具体的な取組を行
っている自治体は 4 20 団体であり，多くの自治体が集約型都市構造の実現を目標
に掲げていることがわかる．  
 集約型都市構造を実現するためには都市機能の集約を促すエリア（以下，集約
エリア）と縮退を促すエリア（以下，非集約エリア）に区別することとなる．こ
れらは表と裏の関係であり双方のエリアのあり方を議論することが肝要である．
しかし，これまで集約エリアの議論が盛んに行われてきたが，非集約エリアの議
論は不十分といえる．前述の立地適正化計画においても，集約エリアとして設定
する「都市機能誘導区域」，「居住誘導区域」に関する支援制度が充実する一方，
非集約エリアの政策は限られており，計画策定段階で不明瞭な点が多い．加えて，
市場の中で立地・撤退が決定する大型店舗は，政策によるコントロールが困難で
ある．そのため，市場と計画の双方の視点を考慮した，非集約エリアのあり方を
示すことが重要である．  
 以上の背景を踏まえて本研究では，集約型都市構造の実現に向けて，市場と計
画の視点から，大型店舗に着目した非集約エリアのあり方を検討する．具体的に
は，計画と商業者及び消費者の視点から，非集約エリアの評価を行い，大型店舗
の立地に係る課題を明らかにする．その上で，課題解決に向けた非集約エリアに
おける大型店舗の立地方針を提案することを本研究の目的とする．  
 本論文は 6 章から構成されている．各章の概要は以下の通りである．  
 第 1 章は序章であり，研究の背景，研究の目的，既往研究動向，本研究の位置
づけ，および研究の構成を示した．既往研究動向では，まず大型店舗の立地に係
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る実態分析やそれに伴う影響評価を行った研究を整理した．大型店舗に係る法制
度の変遷や立地動向の変化に伴い，多くの既往研究があることを示す一方で，近
年策定された立地適正化計画を視野に入れた研究蓄積は少ないことを示した．次
に，大型店舗に対する政策評価に関する論文を整理した．これにより，大型店舗
の立地に対する土地利用規制制度の影響に関する知見が多数ある一方で，既に非
集約エリアに立地している大型店舗への対応や非集約エリアの立地方針に関する
知見は少ないことを示した．最後に，大型店舗の立地や撤退モデルの構築を行っ
た研究や商圏分析を行った研究を整理した．市場における大型店舗の立地や撤退
の精緻な記述を試みた研究が数多くある中で，本研究は大型店舗の立地動向を市
場と計画論の双方の視点から評価し，非集約エリアの大型店舗の立地方針を提案
する点に新規性がある．  
 第 2 章では，小売業に係る立地論に焦点を当て，歴史的にどのような検討がな
されてきたか整理を行った．具体的にはまず，クリスタラーの中心地理論をはじ
めとした古典的な立地論を概観した．また，小売業の空間構造研究が体系化され
たアメリカ合衆国での研究の歴史を概観した．次に，わが国における大型店舗に
係る法制度の整理を行った．ここでは，都市計画法の改正により，土地利用規制
が変化したことを述べ，それに伴い都市計画法に対して不適格となった大型店舗
が存在することを示した．加えて，立地適正化計画の導入により，既存の土地利
用規制とは別に，誘導区域が設定されたことを述べ，計画による非集約エリアの
定義が変化していることを示した．これらを踏まえて，本研究における研究の視
点を述べるとともに，非集約エリアの定義を述べた．  
 第 3 章から第 5 章では，栃木県宇都宮市を対象として分析を行った．宇都宮市
は集約型都市構造の実現を掲げており，2016 年には立地適正化計画を策定してい
る．現状で市街化区域の全域に大型店舗が立地しており，本論文が研究対象とす
る課題を抱える都市であるため対象地域として選定した．  
第 3 章では基礎的な分析として，集約エリアである都市機能誘導区域に着目し，
これまでの大型店舗の立地動向を把握した．また，都市機能誘導区域に設定され
たエリアの特徴，及び大型店舗が立地しているエリアの特徴の把握を行った．結
果として，以下の 3 点の知見を得た．  
①中心市街地に該当するエリアは大型店舗が多く立地しているが，いずれも減少
傾向にある．このエリアには都市機能誘導区域の約 1 3 %が含まれており，立地誘
導に向けた対策が必要である．  
②大型店舗が最も多く立地しているのは郊外の人口が減少傾向にあるエリアであ
り，売場面積も増加傾向にある．このエリアは中心市街地から離れているが，近
い位置に鉄道駅が存在している．このことから，鉄道駅周辺に大型店舗が立地す
る傾向が示唆されたと考える．また，このエリアは都市機能誘導区域の約 4 6%を
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含んでいる  
③郊外の人口が少ないエリアや工業系の用途地域に隣接するエリアでは，大型店
舗が撤退する傾向が示された．中心市街地だけでなく，郊外においても大型店舗
が撤退しているエリアが存在することが明らかとなった．一方で都市機能誘導区
域の約 18%がこれらのエリアに含まれており，都市機能誘導区域として適切であ
るか検証の必要がある．  
第 4 章では，計画と商業者の視点から，集約エリアへの大型店舗の誘導可能性
を評価するため，立地ポテンシャルモデルを構築した．立地ポテンシャルモデル
は分析単位を 500 メートルメッシュとし，各メッシュの大型店舗の立地の有無を
判別分析によって評価するモデルである．説明変数は，居住地への近接性，就業
地への近接性，土地取得の容易性，交通利便性の視点から設定した．結果として，
集約エリアには，非集約エリアの平均値よりも立地ポテンシャルが低いエリアが
存在することを明らかにした．これらのエリアには実際にも大規模小売店舗の立
地が少なく，誘導のためには一定のインセンティブが必要になることが示唆され
た．  
 第 5 章では，計画と消費者の視点から，消費者の買い物利便性に着目し，特に
日常生活に不可欠な食料品店を対象に立地を評価した．具体的にはまず，食料品
の買い物に関するアンケート調査を実施し，調査結果に基づく買い物店舗選択行
動モデルを構築した．また，構築したモデルを用いた買い物アクセシビリティの
評価手法を示し，この適用によって対象エリアの買い物アクセシビリティを評価
した．本研究で示した買い物アクセシビリティ評価手法は，空間的な抵抗のみな
らず，消費者の実際の店舗選択行動を考慮している．この評価手法によって，よ
り実態に即した非集約エリアの買い物利便性を評価することが可能である．  
第 6 章では第 5 章までの成果を踏まえ，今後の非集約エリアの立地方針を提案
した．非集約エリアの立地方針として，計画者，商業者，消費者の 3 者の視点か
ら，長期的方針として立地規制策，短期的方針として立地誘導策，シビルミニマ
ムの保障策を示し，各施策について具体的な事例の整理を行った．また，非集約
エリアの一部を拠点として活用することを立地方針として示し，拠点を導出する
ための，本研究の活用方法を述べた．最後に，これらを踏まえて得られた知見と
今後の課題を整理した．   
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